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平成２７年度における優越タスクの取組状況 

第１ 処理の状況 

１ 処理概況 

公正取引委員会は，平成２１年に，「優越的地位濫用事件タスクフォース」（以下「優

越タスク」という。）を審査局内に設置し，優越的地位の濫用に係る情報に接した場合

には，効率的かつ効果的な調査を行い，濫用行為の抑止・早期是正に努めることとし

ている。平成２７年度においては，５１件の注意を行った。 

＜図：年度別注意件数の推移＞ 

２ 注意の件数及び内容 

⑴ 注意を行った５１件を取引形態別にみると，上図のとおり，小売業者（スーパー

マーケット，ドラッグストア等）に対する納入取引が２３件と最も多く，次いで卸売

業者に対する納入取引が１０件，宿泊業者に対する納入等取引が８件，飲食業者に対

する納入等取引が１件，その他の取引は９件となっている。 

⑵ 注意を行った事案について，注意対象となった行為類型を取引形態別にみると，

下表のとおり，小売業者に対する納入取引については，「従業員等の派遣の要請」が

４５件中２０件と最も多く，次いで「協賛金等の負担の要請」が１０件となってい

る。また，卸売業者に対する納入取引については，「協賛金等の負担の要請」が１７

件中８件と最も多くなっている。さらに，宿泊業者に対する納入等取引については，
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⑵ 面談後，関係事業者が，自主的に改善し，再発防止に努める旨を文書で報告して

きた内容のうち，主な内容は次のとおりである。 

 

ア 百貨店業者からは，今後，以下の行為を取りやめる旨の報告があった。 

(ｱ) 協賛金等の負担の要請について，取引先納入業者に対し，販売促進物の作成

費用以上の額又は当該費用の大半の額を負担するよう要請していた。 

(ｲ) 従業員等の派遣の要請について，取引先納入業者に対し，その販売に関する

能力等が活用できる作業とはいえない催事時の商品撤去作業を行わせるため，

従業員等の派遣のために通常必要となる費用を負担せずに，従業員等を派遣す

るよう要請していた。 

(ｳ) 返品について，取引先納入業者に対し，商品購入時に返品条件を明確にする

ことなく，また，あらかじめ返品の同意を得ていたものの，返品によって当該

納入業者に通常生ずべき損失を負担することなく，売れ残った商品を引き取る

よう要請していた。 

また，同社からは，公正取引委員会から注意を受けた行為（上記(ｱ)ないし(ｳ)）

について，社内の会議，コンプライアンス研修，通達等により，周知徹底を図る

旨の報告があった。 

 

イ ドラッグストア業者からは，従業員等の派遣の要請について，新規オープン等

に際し，取引先納入業者に対し，その販売に関する能力等が活用できる作業とは

いえない商品陳列作業を行わせるため，派遣の条件について個別に同意を得るこ

となく，また，従業員等の派遣のために通常必要となる費用を負担せずに，従業

員等を派遣するよう要請していた行為を取りやめる旨の報告があった。 
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優越タスクが注意した主な事例 
 

次の各事例は，記載された行為が行われていた疑いがあり，独占禁止法違反につながる

おそれがあったものである。 

 

１ 小売業者に対する納入取引 

 

 購入・利用強制 

 

⑴ 食品スーパーマーケット業を営むＡは，購買担当者から，取引先納入業者に対し，

Ａが販売する飲料，精米等の購入を要請していた。 

 

⑵ 食品スーパーマーケット業を営むＢは，取引先納入業者に対し，あらかじめ購買担

当部署ごとに販売目標数量を定めた上で，Ｂが販売するクリスマスケーキ等の季節商

品，スーツ等の衣料品等の購入を要請していた。 

 

協賛金等の負担の要請 

 

⑶ ドラッグストア業を営むＣは，新規オープンにおけるセールを行うに際し，取引先

納入業者に対し，算出根拠，使途等を明確にすることなく，また，協賛金を拠出した

取引先納入業者の商品に関する販売促進活動を特に行うこととしていないにもかかわ

らず，協賛金の負担を要請していた。 

 

⑷ 食品スーパーマーケット業を営むＤは，物流センターの利用料について，取引先納

入業者に対し，一律に定めた上で，算出根拠等を明確にすることなく，協議を行わず

に，負担を要請していた。 

 

 従業員等の派遣の要請 

 

⑸ 食品スーパーマーケット業を営むＥは，新規オープン等に際し，取引先納入業者に

対し，当該納入業者が納入した商品であるか否かを問わず，商品陳列作業を行わせる

ため，当該納入業者が従業員を派遣するために通常必要となる費用をほとんど負担す

ることなく，従業員等の派遣を要請していた。 

 

⑹ ドラッグストア業を営むＦは，取引先納入業者に対し，四半期ごとに，当該納入業

者の直接の利益にはならない棚卸作業を行わせるため，従業員等の派遣を要請してい

た。 

 

⑺ 文具等の小売業を営むＧは，物流センターでの仕分け作業を行わせるため，取引先

納入業者に対し，当該納入業者が従業員を派遣するために通常必要となる費用を負担

することなく，従業員等の派遣を要請していた。 

 

返品 

 

⑻ ホームセンター業を営むＨは，取引先納入業者に対し，季節商品について，商品購

入時に明確な返品条件を定めることなく，また，返品によって当該納入業者に通常生

ずべき損失を負担することなく，返品を要請していた。 

別紙 
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取引の対価の一方的決定 

 

⑼ ドラッグストア業を営むＩは，取引先納入業者との間で，新規オープンの特売商品

の納入価格を取り決めるに当たり，十分な協議を行うことなく，Ｉが提示する納入希

望価格のみを基準として定めていた。 

 

⑽ 補聴器等の小売業を営むＪは，取引先納入業者との間で，納入価格を取り決めるに

当たり，十分な協議を行うことなく，メーカー希望小売価格に対して一律一定率で設

定していた。 

 

２ 卸売業者に対する納入取引 

 

購入・利用強制 

 

⑴ 飲食料品等の卸売業を営むＫは，購買担当者から，取引先納入業者に対し，Ｋが販

売する飲料等の購入を要請していた。 

 

協賛金等の負担の要請 

 

⑵ 食料品の卸売業を営むＬは，Ｌが販売する食料品を掲載したカタログの制作に際し，

取引先納入業者に対し，算出根拠，使途等を明確にすることなく，カタログ制作費の

ほとんど全ての額に相当する協賛金の負担を要請していた。 

 

⑶ 建築用資材の卸売業を営むＭは，取引先納入業者に対し，Ｍの従業員の慰安旅行に

充てるための協賛金の負担を要請していた。 

 

 返品 

 

⑷ カー用品の卸売業を営むＮは，取引先納入業者に対し，売れ残った商品等について，

商品購入時に明確な返品条件を定めることなく，また，返品によって当該納入業者に

通常生ずべき損失を負担することなく，返品を要請していた。 

 

３ 宿泊業者に対する納入等取引 

 

 購入・利用強制 

 

⑴ 宿泊業を営むＯは，購買担当者から，取引先事業者に対し，Ｏの運営するホテルに

おいて開催されるディナーショーのチケット等について，年間の取引額等に応じて枚

数を指定して購入を要請していた。 

 

⑵ 宿泊業を営むＰは，業者会会員に対し，Ｐの運営するホテルにおいて開催されるディ

ナーショー等のチケットについて，購入実績に応じてランキングを作成し，その上位

者を発表するなど，当該ランキング制度の実質的な運営を行うことにより，購入を要

請していた。 

 

協賛金等の負担の要請 

 

⑶ 宿泊業を営むＱは，Ｑの運営するホテルにおいてウェディングフェアを開催するに
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際し，取引先事業者に対し，算出根拠等を明確にすることなく，協賛金の負担を要請

していた。 

 

⑷ 宿泊業を営むＲは，Ｒの運営するホテルにおいてウェディングフェアを開催するに

際し，取引先事業者に対し，ウェディングフェアに要する費用を超える額の協賛金の

負担を要請していた。 

 

４ 飲食業者に対する納入取引 

 

購入・利用強制 

 

⑴ 飲食業を営むＳは，購買担当者から，取引先事業者に対し，Ｓが販売する食料品の

購入を要請していた。  

 

 協賛金等の負担の要請 

 

⑵ 飲食業を営むＳは，周年記念及び開店記念に際し，取引先事業者に対し，算出根拠，

使途等を明確にすることなく，協賛金の負担を要請し，また，要請した取引先事業者

の提供に係る意思を確認することなく，協賛金を徴収していた。 

 

５ その他の取引 

 

購入・利用強制 

 

⑴ レジャー施設の運営業を営むＴは，取引先事業者に対し，年間取引金額の一定率に

相当する額の購入金額を定めた上で，Ｔが運営する施設の利用券の購入を要請してい

た。 

 

⑵ ゴルフ場の運営業を営むＵは，購買担当者から，取引先事業者に対し，Ｕが開催す

るゴルフ大会の前売入場券の購入を要請していた。 

 

その他経済上の利益の提供の要請 

 

⑶ 冠婚葬祭業を営むＶは，取引先事業者に対し，Ｖの運営する施設において開催され

るイベントで使用される景品について，無償で提供するよう要請していた。 

 

⑷ 放送業を営むＷは，テレビ番組制作会社に対し，当該制作会社に帰属する著作権に

ついて，Ｗに譲渡する旨の同意を得ているものの，当該著作権の対価を明確にしてい

なかった。 

 


